














相談者の状況 課題等 担当課

生活保護の新規申請中 不動産管理会社等から保護受給の確約を求められた場合、賃貸契約に至らない場合がある。 生活支援課

高齢で身寄りがない

・保証人も緊急連絡先もないため社協の入居保証事業の利用ができない場合、すべての物件で利用が
できない。
・生活保護受給者であれば入居できる物件があっても、生活保護にならない低所得者の入居できる物
件が少ない。
・身元保証人がいない場合に断られる場合が多い。

生活支援課
地域包括ケア推進課

低所得者
・生活能力が低く、自宅の片づけができず衛生状態が悪い。
・制度やサービスを提供できない。
・片づけ等自宅での生活上の支援を行う機関がほとんどない。

生活支援課

生活保護未申請、収入もなくDV被害
あり

DVから避難しなければならない状況であっても、単身女性が入居できる物件がない。
転居費用がない。 子育て家庭福祉課

離婚調停中 成立すればすぐに家を出なければならないが、直ぐに入居できる物件がない。 子育て家庭福祉課

(1)居住支援協議会設立に向けた勉強会後の意見
※回答者所属 建設事務所9名、県福祉関係課6名、社協・まいさぽ7名、市町村5名、未回答1名 計28名

居住支援の相談状況等に関する庁内アンケート調査の概要

Q.居住支援の必要性についてどのように感じましたか。

とても必要 14 とても必要 15

必要 13 必要 11

あまり必要でない 0 あまり必要でない 0

不要 0 不要 0

わからない 1 わからない 2

Q.住宅確保要配慮者の支援に、行政（住宅・福祉部局等）と民間（不動

産・福祉団体等）が連携して取り組むことは必要だと思うか。












